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かけの まち子議員 

一般質問は 2月 27日午前

の２番目がかけの議員、３

番目がみわ議員。市議会

YouTubeでご覧いただけ

ます。 
江南市水道は令和７年度から、取水井戸に加え、

給水栓水でも PFAS の濃度測定を始めました。そ

の結果（右表）、今後も取水を続ける常用水源の中

でも布袋東部第２水源と後飛保第７号井は比較的

高い濃度となりました。 

欧州ではPFOSとPFOAだけなく、全種類のP

FAS について規制強化が進んでおり、日本でも規

制が厳しくなる可能性が高くなっています。将来に

わたる安全を見据え、これら２つの井戸は取水停止

や取水制限を検討するよう求めました。 

 「濃度が基準値以内ならば、地下水を最大限活用

していきたいため、現時点では取水制限は考えて

いないが、比較的濃度が高い水源は、今後の検査

結果を注視し状況に応じて取水制限も検討してい

く。」と答弁がありました。 

 
在宅の不登校児童生徒と 

悩む保護者に手厚いケアを 

 不登校児童生徒の７割強の子らの主な居場所は

自宅です。生活リズムの崩れや運動不足などに陥

りやすい在宅中心で過ごす児童生徒とその保護者

のケアがとりわけ重要となっています。しかし現在

の市の支援策であるボランティア大学生の派遣で

PFAS（PFOS＋PFOA）濃度 （市水道HＰより） 

       基準値は５０ｎｇ/L 

みわ 陽子議員 

学童保育の待機解消と充実を 
令和８年度は４月当初から派遣による指導

員を入れるとのことでしたので、待機の解消

ができる見通しかどうかを質しました。前年の

１３４人から６７人減ったが、４年生以上で６７

人の待機児童が出る見込みとの答弁でした。 

派遣指導員に高額な料金を払うのではな

く、常勤職員を各学童保育所に１人以上雇い、

保育内容の充実と、安定して長期に指導員とし

て仕事ができる人の配置を図るべきと述べま

した。 

また物価高の折、小牧市のように、第２子、

第３子の学童保育料の減免ができないかと質

しました。多子世帯への支援として有効である

ことは理解しているが、財政難で今は難しいと

いう残念な答弁でした。 

市では独り暮らしの高齢者支援事業として、

申請者に、弁当の配達と料金の２５０円補助を

行っています。物価高騰で弁当代が値上がり

し、自己負担は重くなるばかりです。この補助

金額を増額できないかと質しました。しかし「安

否確認方法などを含め、制度を見直し中であ

り、増額は困難」との答弁でした。 

 また、入院や施設入所の際の身元保証など、

困っている方に社協などで割安に支援ができ

ないかと質しました。 

 「国も支援の必要性を認識して、制度化の動き

がある。先進自治体などの取り組みを参考にし

て、市でも検討していく」との答弁でした。 
 

校区 通年 長期 合計 

布袋  ０ １３ １３ 

古東  ２ １２ １４ 

宮田  ５  ７ １２ 

古北  ４ １５ １９ 

古西  ２  ７  ９ 

他５  ０  ０  ０ 

合計 １３ ５４ ６７ 
 

　　　　　給水栓水(蛇口の水） （ng/L）

水源系統 給水栓の場所 R8.1.6 R7.10.7

　江南緑地公園テ
ニスコート

検出限界以下 検出限界以下

　二子山児童遊園 検出限界以下 検出限界以下

　松竹公民館 10 15

　島宮公園 9 15

小鹿第3 　生島神社 5 検出限界以下

神明 　阿弥陀寺 10 10

両高屋 　高屋神社 検出限界以下 検出限界以下

上奈良 　上奈良北墓地 10 10

布袋東部第2 　稲木神社 24 26

草井系統 　草井第1ポンプ場 6 7

草井南部水源 　草井第2ポンプ場 5 検出限界以下

予
備

常
用

下般若系統

後飛保系統

常
用
水
源

予
備

予備水源は、令和８年度以降、揚水規制のために、順次、取水を

停止する予定となっています。 

は全く足りません。多様な人材を募集し予算も

確保して充実させるよう求めました。 

「現状は重く受け止めており、保護者等への支

援の必要性は十分認識しているが、専門性を持

つ人員の増員は現時点では容易ではない」との

答弁でした。 
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